




















































便宜上、 「抗告訴訟の排他的管轄」と「取消訴訟 出訴期間 を単純に足し合わせた意味、いわば両者 〈上位概念〉として用いる
（
5）。何ゆえそうするかというと、この用語法により両者を「統合的」に捉える視点と「分離的」













































行政救済のあり方の一端を模索する。以下第二章で 学説の議論状況を展望し その到達水準を見定め ともに課題点を検討する。第三章では管轄拡大問題への対応策について、法原理・法解釈両面か 探っていく 第四章は考察結果 まとめ今後の課題を する。



































と認めら てこなかったから 違法性について後続行政処分た 仮換地指定や換地処分に係る取消訴訟で主張することが認められてきた。しかし本判決を通じ計画決定に処分性を肯定する結果、 はやこのような違法性の承継が認められなくなる。　
したがって計画決定の違法性を争うことを欲する者は、この決定段階で取消訴訟の提起を余儀なくされるのだ
が、近藤裁判官は、 「土地区画整理事業のように、その事業計画に定 たところに従って、具体的な事業が段階を踏んでそのまま進められる手続については む ろ、事業計画の適否 関 争いは早期の段階で決着させ、後の段階になってからさかのぼってこれを争うことは許さないとすることの方 合理性がある 考えられる として、そ 帰結も妥当とする。　
もっとも近藤裁判官は、本判決前になされた計画決定 ついて、本 決前の判例状況下では、国民は計画決定に
処分性が認められないと判断し、その決定段階では取消訴訟を提起しなかったであろう、それゆえその出訴期間を徒過しているであろうことを指摘し、 「別途 配慮を要する」という。そしてこの配慮として 行訴法一四条の





































































































は、取消訴訟制度が「処分 違法性の確認、違法行為の取消判決 いう判決手続 ほか、公定力、不可争力の付与
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という諸要素」 、さらには同じ「処分」文言の使用を通じた行政手続法や行政不服審査法の規定の適用によって構成されていることを指し、 「処分の標準装備」と呼ぶ。その上で同氏は、処分概念の中核領域――「定型的行政処分及び定型的実力行使 ――からみた「周辺
（フリンジ）
部分」を取消訴訟制度に取り込む処理をしたときどのよ
うな問題が派生するかとの問題意識から、そ 周辺部分を二種に区別し、処分の標準装備の作動のあり方を論ずる。一方で処分性拡大判例でも争われてきた各種通知のように、 「定型的処分に至る純粋に手続の一環を構成する」周辺部分の場合、 「処分の標準装備を原則として認め、違法性 承継という操作を含めて、事柄 性格上作動させ には親しまないものをはずす いう操作も可能である。 」　
これに対し医療法勧告事件のように、周辺部分が法律上「行政指導」と性格づけられている場合、処分の標準装
備を作動 ことは、相手方市民・行政庁双方にとって負担が大きい。そこでこの負担を免れるため その周辺部分は、 「取消訴訟の対象として取り上げ 限り 処分であって 標準装備は連動しないとすることになる。 」ただしこの扱いは、 「制度としての取消訴訟の運用とはまったく異なるもの って 取消訴訟制度が正面から予定しているも と いえないし、 れを安易に認めることは取消訴訟制度 含む行政制度 根幹を揺るがすことになる。 」として、 「仮にこれを認め と ても、それは実効的救済のため 他に方法がないときの便法と説明する以外にない 指摘する
（
34）。かくして塩野氏は、周辺部分に関しては、 「差止訴訟、確認訴訟など利用可能な救済方法が







及び、また取消訴訟の場合は、出訴期間の制限が及ぶと解される可能性がある。 」とした上、両制度は「処分性が認められた場合に通常生じる制度的効果であると考えられるが、かと言って、常に厳格に適用されるべき制度であるとは言えない」とする。なぜなら、 「排他的管轄及び出訴期間の適用は、法制度上の建前を考慮するばかりではなく、訴訟を提起することとなる者が置かれた客観的状況をも考慮して判断されるべき」だからである。すなわち両制度の適用 、 「通常人に対して、 『処分』として認定可能な行政作用が行わ た時点で取消訴訟を直ちに提起しなければ、自己の権利利益の保護を確保し得 いと判断することを要求することに、当該通常人が置 れた客観的状況に照らして合理性を認め得るかにより、決すべき」という。　
以上を踏まえ亘理氏は、排他的管轄に関しては行訴法の規定上明示された原則でないので、通常人たる当該私人
が置かれた客観的状況へ 配慮という現実的考慮によってその適用を免れさせることにも、法解釈 して説得力があるという。また出訴期間に関して 行訴法上明文規定
（一四条）
がある関係で、それと真っ向から抵触する法
解釈はできないものの、 「正当な理由」条項にも着目すべきとする。例えば ず も処分性 認められた二項道路一括指定
（
36）や医療法勧告の場合、通常人に対しその時点で取消訴訟を提起しなければ自己の権利保護を確保しえない
と要求することが合理的とは考えら ないから、特段の事情がない限りあ 程度カテゴリカルに「正当な理由」該当すると判断するこ も解釈論として説得力がある 。　
さらに亘理氏は、 「抗告訴訟と当事者訴訟の連携」をはかるべきとの問題意識のもと、併用的構成を裏付ける以
下三点を指摘 。社会的利害関係が複雑化 、訴訟類型選択が通常人にとって困難になっている現状下、その選






的性質・法効果を、行政行為が行政手続 中で果たす具体的な機能に着目して、行政機関の他種の行為と比較しながら、分節 分析して理解する」アプローチを提唱する。それによると、 「行政行為 、行政機関が法律を根拠にして一方 に責任を負っ 定める、私人一般を拘束する具体的な規律であ こう た規律に法 安定性を持たせるために、私人からの異議に期間制限を設ける に適合した行為と見られる。 」　
このように行政行為を再定義すると、 「取消訴訟手続も、排他的管轄の観念にこだわらずに、より分節的・分析
























応合理的であると考えられる場合には、処分性の有無 つき行政手続的にみ 原告の利益保護の必要 という観点から『仕組み解釈』を行って判定す ことが望ましい」とし りわけ「国民 らの要求に行政が不利益を与える




より事実上の影響 取り込んで処分と構成した場合」 、その処分に 当然付着する手続的仕組み・手続的効果」としての、 「行政手続上の仕組み、教示義務、取消訴訟の利用強制」が生じることも認めるべきとす
る（
4１）。またそうで
あるがゆえに、 「行政実務 側では 通知や勧告が、関連する法的仕組みの全体の中で処分であるかを明確にする必要性が生じるので、立法政策上、これらの行為形式に対し、行政手続上の位置を明確にすることが喫緊の課題となる。 」この立法的整備の必要性からすると 処分性拡大判例を「前提としてもなお、手続法的に構成された処分性概念の純化が図られ べき」と 。　
しかし以上の〈処分性純化論〉は、 「あくまで抗告訴訟の中の事後的救済手続である取消訴訟・無効確認訴訟に






いればよいというだけの問題なのであり、その他の訴訟類型の並行提起可能性は別個に考えるべきである。根拠規範の解釈に り処分を発見し、その上 抗告訴訟という括りの中でしか争えないというドグマティクに縛られるのではなく、訴 類型の選択は、訴訟手続 多元化・多層化に対応した、個別具体の事案に適応した司法的救済を実現するため 判例政策上 問題と考えればよい。 」　
このように橋本説は、 「実体法上、適正手続原理に資する事前・事後の行政手続を整備するという文脈」での処












させて――処分性＝「 《行為規範に違反しうる対象であるか》否か」――論ずる。すなわち、 「処分」も「そ 他公権力の行使に当たる行為」も、行訴法三条一項にいう「公権力の行使」――「行政庁が法律によって授権された権限を行使する行為 ――という点では共通するが、前者は 為規 性が明確になるよ に実定法が要件・効果方































疑問の余地もない はない。例えば亘理氏は、出訴期間 関して「正当な理由 条項を通じ 応すべきと 趣旨のようである。その前提として同条項のカテゴリカルな解釈が可能との理解のようだが、先述のように検討の余地があるのではないかと思われる。　
また亘理氏は、排他的管轄が適用されない理由として、行訴法上明確な根拠がない点を挙げる。しかしそうは













“通常人”の観点を引き合いに、 「予測可能性の保護」の要請から、排他的管轄「不適用」論を導き出すのに対し、山本説は〈 政行為〉を規定しようとする“立法者”の観点を引き合いに、 「法的安定性 保護」の要請から、排他的管轄「不適用」論を導き出す。その意味で山本 は、亘理説との対比で言えば、法原理論的にも法解釈論的も〈対蹠的な〉論理構成をするものとみら 、注目すべき議 である。ま 「法的安定性の保護」 要請 着目る点で塩野説の方向性とも共通 ように思わ ると ろ 「処分の標準装備」をめぐる解釈論的検討を進める点で、塩野説よりも突っ込んだ論証 行う 言えよう。　
さらに山本説では、 「行政行為」概念のあり方にさかのぼって問題提起をする点で、処分性拡大問題に係る理論




























うる”原告の訴訟活動を起点に考える山本説と、 “あるべき”裁判所の訴訟選択を起点に考える塩野説とで、議論がかみ合っていないように思われる。とはいえ山本説からは 管轄拡大問題 つき「違法性の承継」と「併用的構成」とい 二つの対応策を想定さ う 状況に応じて議論していく必要性が、また塩野批判からは、管轄拡大問題につきできるかぎりシンプルで過不足のな 対応策を議論し いく必要性が、示唆されて るようにも思われる。　
つぎに橋本説は、行政手続の文脈では、 【行政決定の立法的統制】を重視しつつ、 〈処分性純化論〉を唱えるのだ
が、その前提として「取消訴訟の利用強制」 認め れに対し訴訟類型の文脈では 【原告市民の裁判的救済】を重視しつつ、訴訟類型選択に係る〈判例政策論〉を唱えるのだが、その前提として「訴訟類型の並行提起可能性」 認める
（裏返せば「取消訴訟の利用強制」を否定する）
。すなわち橋本説は、管轄拡大問題に関して、両文脈に
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それとも〈訴訟追行段階〉でも自由を認めるのかが問題となりうるのではないか。この点形式的行政処分論をめぐって、原告市民がいったん取消訴訟 選択し 場合それ以降その 訟に服せしめられるとする原田尚彦説と それ以降であって 当事者訴訟を含め原告市民の自由選択の余地を認める兼子仁説と 議論対立が連想される
（
73）。加え





た。総じて学説は排他的管轄「不適用」をめぐりさまざまな論理構成を試みてきている。両拡大論より一歩進んだ展開である。しかしそうは言 も、管轄拡大問題の重要性からすれば 法原理面からも法解釈面 らも なお突
処分性の拡大と取消訴訟の排他的管轄〔髙木　英行〕
72






















東洋法学　第57巻第 1号（2013年 7 月）
73














































について 、解釈論の中で何らか 形で反映させ 余地を規範的に含ん いなければ らない
（
84）。














































































































































の場合、 「取消訴訟の排他的管轄」の均衡解釈として、 「取消訴訟の出訴期間」のみならず、 「抗




































































訴訟の出訴期間 縮小解釈 連動して、違法性の承継が認められる必要が った。この点
（β）
の場合も、抗告訴






















































































































を通じて、とりわけ出訴期間をさかのぼって「取消訴訟」を通じて争え いと――ないしは後続行政処分取消訴訟の場合その本案審理の中で違法性の連辞的承継の主張を認めないと――、原告市民 実効 な権利救済にならない場合、あるいは、第三者と 関係においても紛争を実効的に解決する必要性がある場合も生じうる。こ よう 例外的・衡平的処理 必要がある場合には、やはり裁判所は 正当な理由」条項 適用の余地を示唆しつつ、原告市民に対し係争行為の取消訴訟の提起等
（ないしは後続行政処分取消訴訟の本案審理での違法性の連辞的承継主張）
をす




























































































































る「取消訴訟の排他的管轄」拡大問題への対応策に絞って考察をしてきた。まずこの管轄拡大問題に対し排他的管轄「不適用」論を唱える代表的な学説を検討した。学説では、法原理論的には裁判を受ける権利等が、また法解釈論的には違法性の承継や併用 構成等が提案されてきた。本稿 「予測可能性の保護」の要請について、 「裁判を受ける権利」といった行政法原理外在的な観点のみではなく、 「法律による行政」という“行政法原理内在的な”観点からも裏付け 必要性を強調した。また取消訴訟の排他的管轄の一 「不適用」との構成については、現行法の解釈論として困難であるばかりか、取消訴訟の排他的管轄に内在する 的安定性の保護」の要請からして原理的にみても妥当でないとの判断のもと、 「均衡解釈
（縮小解釈）
」を提案した。さらに縮小解釈のありように関して












































































































ぞれの「訴えの利益」の性質につき十分な検討を要する。そ 本稿では、従来の「違法性の承継」につき「連辞的承継」と 連合的承継 とで“多元化”し、かつ、 “統合的”に議論していく方向性を提案した。この点も「取消訴訟の排他的管轄」 今日的射程を踏まえ検討していかねばならない
（
117）。加えてこれまでの筆者の処分性拡大判例
研究における“帰納的な” 析 中で用いた【処分性】に係る連辞／連合的解釈論と、本稿の管轄拡大問題研究における“演繹 な”分析の中で用いた【違法性】に係る連辞／連合的承継論との関係に関しても考察し いく必要がある。　
そのほか本稿でモデルとして提示した 均衡解釈」論の妥当性・有用性を裏付けるためには、今後具体的な判例
を素材とした検証作業も必要となってこよう。ま こ 議論が、 「民事訴訟」で争われていたところ処分性が拡大解釈されることとなった場合にまで妥当するのかについても検討していく必要があ
る（
118）。さいごに処分性拡大をめ











































巻一号一頁） 、労災就学援護費不支給決定事件（最判平成一五年九月四日：判時一八四一号八九頁） 、登録免許税拒否通知事件（最判平成 七年四月一四日：民集五九巻三号四九一頁） 、食品衛生法違反通知事件（最判平成一六年四月二六日：民集五八巻四号九八九頁） 、病院開設中止勧告事件（最判平成一七年七月一五日：民集五 巻六号一六六 頁） 、病院病床数削減勧告事件（最判平成一七年一〇月二五日：判時一九二〇号三二頁） 【両事件併せて「医療法勧告事件」 】 、土地区画整理事業計画 定事件（最判平成二〇年九月一〇日：民集六二巻八号二〇二九頁） 、保育所廃止条例事件（最判平成二一年一一月二六日：民集六三巻九号二一二四頁） 、有害物質使用特定施設使用廃止通知事件（最判平成二四年二月三日：民集六六巻 号一四八頁） 。
　　
関連して拙稿「経済行政過程における行政指導とその処分性」佐藤英善先生古稀記念論文集『経済行政法の理論』 （日本評論




参議院法務委員会「行政事件訴訟法の一部を改正する法律案に対する附帯決議」 （平成一六年六月 日）参照。また司 制度改革推進本部行政訴訟検討会第二六回議事録等も なお行訴法改正のため設けられたこの行政訴訟検討会の審議の中では、の拡大問題、さらにはそれに伴う 取消訴訟 排他的管轄」拡大問題 ついて、非常に有益な議論が展開さ ている。よって本稿












九六頁以下、芝池義一『行政救済法講義［第三版］ 』 （有斐閣、二〇〇六年）三一頁以下等参照 また前掲注（
8）九回、一三回、



















 行政事件訴訟法［第三版補正版］ 』 （弘文堂、二〇〇九年） 【 『条解』 】三六八頁以下（伊























































民訴法の「訴えの変更」に関して上田徹一郎『民事訴訟法［第七版］ 』 （法学書院、二〇一一年）五二九 等、行訴法の
「訴えの変更」に関して『条解』 ・前掲注（
１4）四二四頁以下（市村陽典） 、 『コメ』 ・前掲注（
１4）二四〇頁以下（磯村篤範・野呂
充） 、 『研究』 ・前掲注（
2１）七八頁以下、二五一頁以下等参照。行訴法一九条二項により準用される民訴法一四三条に基づく訴え
の変更が認められるためには、①旧訴・新訴間の請求の基礎に変更が 、②著しく訴訟手続を遅延させない、③事実審の口頭弁論終結前であるとの三要件を充たす必要がある。なお訴え 変更の場合、訴えの追加的併合（行訴法一九条一項）と異なり、旧訴が適法であることは要件でない。 『研究』 ・上掲二五三頁等参照。
　　
「訴えの変更」と同様の効果をもつものとして、行訴法一九条一項の「請求の追加的併合」と民訴法二六一条一項（行訴法七条）の「旧訴に係る訴えの取下げ」との組み合わせも考えられ しかしこれが認められるためには、その前提として、当初の訴えが適法であり、かつ、追加される訴えが関連請求（行訴法一三条）に係るもの の所定の要件を充たす必要がある。市村・上掲四二四頁、四二六頁参照。また民訴法一四 条（行訴法一九条二項）で訴え 変更の対象 な のは ある行政 を他の行政訴訟に変更する場合のみで、民事訴訟から行政訴訟（取消訴訟）への訴えの変更等はできない 市村・上掲四二四頁、四二七頁、
『研究』 ・上掲二五一頁以下等参照。ただし田頭章一 改正行政事件訴訟法の下での請求併合論の行方」井上治典先生追悼論文集
















過措置的解釈」の論点のほか、 「取消判決の第三者効（対世効）と第三者の手続保障」の論点も論ずる（山本書・上掲四〇九頁以下等参照） 。三番目の論点につき同裁判官は、行政計画を含む一般処分に関してなされる取消判決について「絶対的効力」 （処分の効果が第三者との関係でも絶対的に失われる）説が妥当である旨、指摘する（なお第三者の利益は訴訟参加（行訴法二二条）や第三者再審の訴え（同三四条）によって保護でき という） 。もっとも行政計画を含む一般処分 取消判決につき、絶対的効力を認めるか、相対的効力 原告との関係における処分の相対的な効力のみ第三者との関係でも失われる）しか認めないかについては意見が分かれる。 『コメ』 ・前掲注（
１4）三五二頁以下（山下竜一）等参照。とくに用途地域指定に処分性が認められると仮定して、










措置的』解釈」が必要になる場合があると指摘する。また一般に、行政計画や行政立法につき国民の権利救済の観点から、出訴期間経過後の後続訴訟で先決問題としてそれらの違法性を主張できるも すべき する、北村和生「行政訴訟制度改革 訴訟類型
処分性の拡大と取消訴訟の排他的管轄〔髙木　英行〕
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〔改訂版〕 』 （青林書院、二〇一二年）一四二頁以下は、医療法勧告事件が「行為形式アプローチに忠実な側面を持つ」ことから、通常の行政処分同様、出訴期間のほか行政手続法や行 不服審査法が適用されるとする。 議論の前提をなす、中川氏の処分性拡大判例分類論については、別の機会に検討したい。
（
35）　


































































ツ（上） 」ジュリ一二三八号（二〇〇三年）九五頁以下、同「外国法制からみた日本行政訴訟制度・理論 検討（下）――Ⅳドイツとの比較」自研七九巻六号（二〇〇三年）三九頁以下、同「訴訟類型・行政行為・法関係」民商一三〇巻四・五号（二〇〇四年）【山本「民商」 】六四六頁以下、エバーハルト・シュミット











決定をも含める議論があったことを挙げつつ、しかし山本氏としては、 「行政行為ではないけ ども 政行為に関連す 決定 処分性を認める可能性を考えており、行政行為概念自体の解体までは意図していない。 」と指摘する。とはいえ 処分性拡大判例が「処分性公式」を踏まえて処分性を認めているとの仮説を踏まえると、そもそも「行政行為」と同じくそれを通じて相手方市民の権利義務を直接具体的に変動させる効果をもたらすのにもかかわらず、それでも行政行為ではない「行政決定」とは何だろうか。つまるところ、行政行為と行政決定は論理的に区別しうる か うる てもそ 実益がどこまであるのか なお検討の余地があるように思われる（ちなみに阿部「転換」 ・前掲注（
47）一一頁は、医療法勧告を「処分の拘束的予告」という「新規の処分概




































橋本博之「行政訴訟に関する外国法制調査――フランス（上） 」ジュリ一二三六号（二〇〇二年） 【橋本「ジュリ」 】八九頁以





六四二頁以下は、ドイツ の知見をもとに、 「請求の範囲」は「原告の意思により特 すべきであるとしても（処分権主義） 、訴訟












ろう。越智敏裕「日弁連『行政訴訟法（案） 』につい 」自正五四巻七号（二〇〇三年）七九頁以下や日弁連編『使え 行政訴訟へ』 （日本評論社、二〇〇三年）等参照。この制度が採用されなかった理由に関しては、さしあたり前掲注（
8）の参法五月二七











































案における紛争の成熟性を見極め、原告の請求 趣旨を適切 汲取りな ら、個別の事案に応じて最適な訴訟類型をチョイスして実効的救済の途を開くような訴訟遂行を行 ことにある」と指摘する。さらに関連して「パネルディスカッション」 『使える行政訴訟へ』 ・前掲注（
60）一二六頁以下（阿部泰隆発言参照） 。なおフランスでは、裁判官は原告の請求の趣旨の解釈によって、越権














文脈での議論であるが、 「キャッチ・ボールによる『裁判を受ける権利』の侵害」が生ずるおそれにつき、同一一〇頁、一二三頁以下、一八四頁以下のほか、同『行政訴訟要件論』 （弘文堂、二〇〇三年）一八頁以下の例も参照。また原田『要論』 ・前掲注（
2）三九〇頁は、用途地域指定に関して確認訴訟によるべきで取消訴訟によるべきではないなどの、 「訴訟形式の多様化を取消訴

























園部逸夫「行政訴訟と民事訴訟との関係」 『新・実務民事訴訟講座第 』 （日本評論社、一九八三年）二一頁は、 「学説のな





に当たる行為」という文言をもって定められている以上、その法文を忠実に解釈せざるをえないこと、したがって行政行為の公定力等の行政権をめぐる権力的性格とは無関係に、抗告訴訟を救済方 として技術的に理解し、併用的構成を導く議論は理論的には賛成できても、実務上実現することは非常に困難であ ことを指摘する。もっとも阿部『解釈学』 ・前掲注（
62）七六頁は、この
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関して、 「 『争っておくべき』 （早期確定要請の）度合いは典型 処分の場合と比べ低い が一般的」 、 「それだけ違法性の承継も認められやすい」として、違法性の承継の議論枠組みで管轄拡大問題を論ずる。さらに 事件訴訟実務研究会編『行政訴


























裁は、下級審に差し戻すことによって原告市民にあらためて訴え 変更のチャンスを与えなければ、実効的な権利救済ない 実効的な紛争解決の要請にそぐわないとい た「特段の事情」がある を除いては、原告の当初からの請求どおり 違法性の承継を前提に本案判決を下すべきである【後掲図Ａ③】 。ただし阿部『解釈学 ・前掲注（
62）七五頁以下は、いちいち下級審に差し戻す











































種の訴訟類型”を通じて〈横断的に〉 題とな ことを念頭に置いて、承継を論じ いる。もっともこ 問題は、すで 「公定力の範囲」の問題として、具体的には裁判所 「先決問題審理権の制限 問題と て――いわば本稿の問題設定と 〈裏返し〉の形で――論じられてきた。小早川光郎「先決問題と行政行為」田中二郎先生古稀記念論文集『公法の理論上』 （有斐閣、一九七六年）
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準用される（同四一 ） 。 『条解』 ・前掲注（











































109）二一三頁以下等も参照） 、やはりこの場合であっても、 「均衡解釈」として取消訴訟 排他的管轄の「縮小解釈」がなされる
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きる権利の確認を求める当事者 とが併合提起され争われたことが挙げられよう（なお本件では処分性は否定されたも 当事者訴訟が適法とされ請 も認められている） 一方で阿部『解釈学』 ・前掲注（
62）七五頁は、併合提起運用の問題点として、下級












































排他的管轄」を完全に廃止するこ 実現不可能である しても、処分性拡大判例が定着している現在、最低限どのような場合に処分性（の拡大）が認められるのか つい 一定 目安とな ような 行訴法九条二項 考慮事項と同趣旨の同法三条 改正がな








な言及は見受けられないように思われる（関連して高橋滋編『改正行訴法の施行状況の検証』 （商事法務、二〇一三年）も参照） 。他方で、日本弁護士連合会「行政事件訴訟法第二次改正法案」 （二〇一二年六月：★） （関連して日弁連行政訴訟センター「行政事件訴訟法第二次改正シンポジウム」判時二一五九号（二〇 二年）三頁以下も参照）は、上記後者 関し明確な立法提案を おり、非常に興味深い。すなわち同法案三八条の二（訴訟手続を誤った場合の訴えの変更 特例）は、訴訟類型間のキャッチ・ボールを排除する趣旨から、例えば本稿で言う（β） 場合を念頭において、当事者 訟から抗告訴訟への訴えの変更を認 る、またこの場合当事者 の提起時点で抗告訴訟が提起されていたものとみなすといった規定（同二項 を提案している。
　　
私見の「均衡解釈」論は、各種の観点を踏まえると基本的には処分権主義を尊重する結果となる方がよいとの判断のもと、 「当
事者訴訟」を適法として維持するための論理構成を提 している けであるが、同 に付されている説明 原告 不利益回避が重要であって処分権主義を逸脱しても構わないとの判断のもと、 「抗告訴訟」への訴えの変更を提案している（関連して高橋「曹時」 ・前掲注（
83）二五頁脚注（
26）も参照） 。その限りで筆者の解釈論と日弁連の立法論とは、 〈対蹠的な〉提案をしているこ
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【図Ａ：「均衡解釈」論の全体構成】
注 １ ：（α） 後続行政処分取消訴訟の中で先行行
為の違法性主張
（β）係争行為に関する当事者訴訟
注 2 ：（α）裁判所が先行行為の処分性を肯定 （β）裁判所が係争行為の処分性を肯定
注 3 ：（α）取消訴訟の出訴期間の縮小解釈 （β）抗告訴訟の排他的管轄の縮小解釈
注 4 ：（α）違法性の連辞的承継 （β）違法性の連合的承継
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